
ポスト出生力転換期の先進諸国における出生力と出生意欲の動向 

守泉 理恵

めに

本 で 、第２次世 大戦後から近年 での主要先進諸国の出生力変動を概 するとと

もに、と わけ 2000 年代 を中 に、出生力 けで 出生意欲の動向と れらの変化

の について、データと文 から分析して とめる とを目的として研究を行 た

１ 主要先進諸国の出生力変動パターン

1960 年代 、 先進諸国で 次 と合計特 出生率（total fertility rate, TFR）の

的 下が た 図１A F 、 ・ ・ セア ア らびに ア ア諸国の主要

国 を 、1960 年代 の出生率の長期的推移を したもので る で 、2000
年代 での推移を概 し、2000 年 の近年の動向について 次 で し る  

ーロ パ諸国 ４つの地域に分けて代表的 国 の出生率を いた（図１A F） 中・

諸国（図１A） 、TFR が２を 、2.5 3 のレベルに る地域も か た 1960 年代

から、1970 年 でに２ 後のレベル で 下し、 の後 1990 年代 で 長

の で いに推移していた しかし、1990 年代に入ると出生率 再び大 下し、

1.5 を 出生率に 後、2000 年 から 回 基調に る  
諸国（図１B） 、1960 年代後 に一 に出生率が 下して、1970 年代に 1.5 2

未 のレベル で 下した の地域 、比較的 い出生率を した ランス イ

スと、1.5 を るレベル で 下してい た主に イ の国 （ イ ースト ア）

で動 が異 る ランス イ スで TFR２未 で るものの比較的 い で長

出生率が いと 、2000 年代に入ると 転 した ランスで 一時 TFR２の

に した とも た 一方、 イ ースト ア 出生率が 下してい 、TFR1.5
を る が長 いたが、 いレベル がらも 2000 年代 転 の動 を て

いる

諸国（図１C） 、 ーロ パの中で 出生率の 下時期が 、TFR2.5 後の時

期が 1970 年代後 で いた後、おもに 1980 年 後から出生率が に 下し、1990
年代に 1.5 を る 出生力地域と た しかし、 い がらも 2000 年代

出生率の回 向を た

諸国（図１D） 、 諸国と 1960 年代後 に一 に出生率が 下した

の後、デンマークで一時的に 1.5 を た 、スウ ーデンの「ローラーコースター」と

れるよ 波 つ TFR の動向が た したものの、概 1.5 2 の間で推移した 2000
年代に 出生率回 の 向を 、TFR２に近い で出生率 転 した  

厚生労働行政推進調査事業費補助金（政策科学総合研究事業（政策科学推進研究事業））
「長期的人口減少と大国際人口移動時代における将来人口・世帯推計の方法論的発展と応用に関する研究」
課題番号20AA2007（研究代表者 小池司朗）
令和２年度 総括研究報告書　令和3(2021)年3月

- 79 -



・ セア ア諸国（図１E） 、1960 年代 TFR3.5 を る い の出生率で

たが、 の後 下し、1970 年代 に ア で TFR1.5 2 未 の で

いと た 1.5 の近 で出生率が下が て の いと たが、ア

1980 年代に 転 し、２を る を 2000 年代後 で した セア

ア諸国 TFR２ 後のレベルで 下が 、 の後 いで推移した  
 ア ア諸国（図１F）を ると、日本 1960 年代に すでに TFR２のレベル で出生率

が 下していた の後、日本 1970 年代 から らに出生率が 減してい 、1990
年代に 1.5 を 、2005 年の 1.26 で下が たが、 れを として の後 転 を

た 国・ ・シン ポール 、1960 年代 の TFR６ 後の い出生率から

に 下し、1970 年代後 に シン ポールが２を 、1980 年代 に 国と が２を

た の 国 、2000 年 に 先行して出生率が 下していた日本も 、TFR
１を る を する 、出生率の 下に めがかか てい い 中国 、

国・ ・シン ポールと比較すると出生率の 下がも 少し かに進 が、1990 年

代 に TFR２を る で 下し、 の後 1.5 2 未 のレベルで推移している

た し、中国の TFR に 諸 、 も 発表で 1.8 で るが、実 1.2
で 下している 性も る 中国の 合 、長年一人 子政策を行 て政府が 人の

産 を していた とも 、 情が特 で る 2015 年に 、 年から ての夫

婦に 2 人目の出産を める とを める 、一人 子政策 和 れて てお 、近年、

出生数が び 中で 的 「 」も近いと れている 後、 国のよ に 力

による子 も数の が い 態と た後に、 のよ 出生率を すのか 目 れる

と で る  
 

図１A 中・ 諸国 図１B  諸国 
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図１C 諸国 図１D 諸国 

  
 

図１E ・ セア ア諸国 図１F ア ア諸国 

  
資料：OECD Family Database（https://www.oecd.org/els/family/database.htm）よ 成（
・シン ポールを ） 2019 年 ランス・デンマーク・ ルウ ー・スウ ーデン・ ュ

ー ーラン ・ 国 OECD Family Database、 の の ーロ パ諸国 Eurostat Database
（https://ec.europa.eu/eurostat/web/main/data/database）、日本 人口動態統計 2020 年
国統計 の 表データで、 国・ ン ー・ ランス 定値 の 2015 年 でのデータ

Human Fertility Database（Max Planck Institute for Demographic Research (Germany) 
and Vienna Institute of Demography (Austria). Available at www.humanfertility.org (data 
downloaded on 15/4/2021)）、2015 年 内政部統計
（https://eng.stat.gov.tw/ct.asp?xItem=41871&ctNode=6339&mp=5） シン ポール 1960

2020 年 です てシン ポール統計 データ  
 
 れ で て た国 について、2000 年 の出生率の推移がわか すいよ

に ラ 化したのが図２A F で る で 地域別で 、1960 年代 の出生率

の推移の特 で ルー ン した 図２A C 2000 年代 でに 的に TFR が 1.5 を下

回 ていた 少子化国、図２D F TFR1.5 を 回る で出生率が推移していた 少子

化国について、2000 年 の TFR 推移を いている  
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 少子化国の近年の TFR の動向を ると、 国・ ・シン ポールに られる「 下

」（図２A）、ス イン・イタ ア・ シ ・日本に られる「一時 ・再 下 」

（図２B）、 ースト ア・ イ ・ ン ー・ ル ア・ポーラン ・ロシアに ら

れる「 」（図２C）の３タイプに分かれる  
 国・シン ポール 2000 年代に入 ても 下が 、い た TFR1.2 近 で い

に たが、2010 年代後 から 再び 下基調に た 国 2018 年 、３年

で TFR が１を る が いている 2010 年 で大 出生率を 下 た後、

一時 １.2 に近いレベル で が たが、2010 年代後 に 再び 下 向に る  
 諸国と日本で 、2000 年代に TFR が 基調に たものの、 の後再び 下し、

2000 年代 と のレベルに てし た 「一時 ・再 下 」と る

諸国で 、2000 年代に 的に TFR の が られ、2010 年 に 1.4 1.5 のレベルに

で したが、 の 向 か 、再び 下した 日本 動 が れているが、

諸国よ TFR の が 、一時 も 2010 年代 で いたが、2010 年代後

下基調に転 た 2019 年の 値 2000 年と 1.36 で る た 、日本の

合、TFR の 値と た 2005 年の値よ 近年の出生率 、「 下」の動

定的で い 出生率が山を いて再び 下し、 で推移する に入るか、

次に るよ に るか 後の動 による  
 少子化国でも出生率の 基調が している国 も る 2000 年代 と 2010 年

代後 を比較したと に、 る の増減 ても、近年の出生率レベルが 2000 年代

を に 回 ている ループで る ースト ア・ イ の イ 諸国、

ン ー・ ル ア・ポーラン ・ロシアの中・ 諸国が する 2000 年 TFR
が 1.2 1.4 の間に たが、 の後 概 基調が いてお 、2010 年代 も TFR1.4

1.6 の間に る  
 少子化国で 、2000 年代に出生率が回 いし いで推移した後、2010 年代に

み再び 下している 図２D 、2010 年 後 で出生率が回 した と 下し め、2010
年代後 に 1.5 を るレベル で TFR が した国 で る の ンラン 、 ル

ウ ーと が する 特に ンラン の 下 で、2010 年に 1.87 で た

TFR が 2019 年に 1.35 で 下し、2020 年に 9 年 に 1.37 へと回 を た  
 図２E 、2000 年代に出生率が回 し、2010 年 を ークに再び出生率が 下したが、

2020 年時点で TFR1.6 を 回るレベルを している国 で る ュー ーラン ・

ーストラ アの セア ア諸国、イ ス・ ランスの 諸国、デンマーク・スウ ー

デンの 諸国が れる れらの国 で 、2010 年代に入ると TFR が一 に 下基

調に入 、 ランス 外 1.7 を るレベル で ている 少子化国の中でも、

の イ ・ ン ー・ ル ア・ロシア い れも TFR1.5 を る を し

てお （図２C）、 れらの国 との差が ている  
 少子化国の 後の ループ 「 い・再 下 」で る 中国 出生率が を
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けるとい イレ ュラー 動 をしてお 、タイトルと 異 る動 が に めて

ラ 化した ア 2000 2009 年 で TFR２を る に たが、2010 年に T
を た後 下が 、2020 年に 1.64（ 定値）と た ラン も、2000 年代

1.7 1.8 の で推移していたが、 の後 下基調と 、2019 年に 1.57 と た

ラン の の出生率レベル 、 少子化国の中の の国 と レベルで る  
 

図２A 少子化国： 下  図２B 少子化国：一時 ・再 下  

  

 
図２C 少子化国：  図２D 少子化国：一時 ・再 下  

（TFR1.5 未 ） 
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図２E 少子化国：一時 ・再 下  

（TFR1.5 ） 
図２F 少子化国： い・再 下  

  
資料：図１に  

 
 本 で た国 について、2000 年代 の 近 20 年 の出生率の動 を概

すると、 少子化国で 出生率の 下に めがかから いか、一時 したものの 1.5
を る と して 少子化の 態から け出 い国 と、出生率が 的に

基調に 少子化国の一部の国 と出生率レベルが めた国 に分かれている

一方、 少子化国で 2010 年 後を ークに み出生率が 下した 近年 TFR1.6
1.7 のレベルに しつつ 、1.5 を る で出生率が 国 も出て てい

る 少子化国の出生率レベル 国と、 少子化国の出生率レベル下 国 入 る

と ている  
 した動 から 、 換 を下回るレベルへ 的に出生率が 下すると、も

換 へと出生率が回 するの に し 、比較的少子化のレベルが か 国

でも 1.6 1.7 に してい 流れが るよ に る 一方で、 少子化国で 、

TFR1.5 未 にと る国 が いが、1.5 を るレベルに回 して た国 も 、1.5
未 の TFR を長期に経 した社会でも、1.5 1.6 のレベル で す と で

いとい る た 、TFR1.5 を る が の らい長 いたのか、 た、 いとい

ても のレベル で 下したのかとい 要因も TFR が 1.5 に回 するか かに大

関わるとみられる １ 後の レベルに で TFR が ア ア諸国が、

後 で出生率を る とがで るか 未 数で る  
れ れの国で、 のレベルの出生率と ている で が、 の
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として 、 換 下への出生力 下が晩産化によ て推進 れたもので 、

の国で 30 代の出生率が ークで る構造に ている と、無子 1 人しか子

もを た い とが社会的に れ、 るい 経済的に を い が つつ

、無子化、少子化が が ている とが られるので いかと考 られる  
 
２ 主要先進諸国の出生意欲の の動向 
 
 TFR 、人口動態統計から られる出生データと異 、出生意欲の のデータ

社会調査からしか られ い 国で した文 で調査が れているわけでも 、

果報告 から年 関係を た集計 果を るの しい 比較 、 て

の調査で 票データを入 して特別集計を行わ い で る で、本 で 、

おもに出生意欲を調 ている調査の 表集計データ 、出生意欲について た研究論文

のデータから、先進諸国の近年の出生意欲について、 の の動向を た ア

について 、1972 2018 年の General Social Survey の 票データを集計した  
 ーロ パについて 、出生意欲の の長期的変化に関するも とも 的 研究と

して、Sobotka and Beaujouan（2014）が る の研究で 、1979 年 2012 年の期間

について、世 値 調査（World Value Survey, WVS）、 ーロ パ 値 調査（European 
Values Study, EVS）、国際社会調査（International Social Survey, ISSP）、 ーロ ロ

ーター調査（Eurobarometer (EB) Survey） のクロスセクション調査データを 集し、

18 49 女性の平 理 子 も数の時系 変化を国別に とめている での理 子

も数 、「 人の理 子 も数（personal ideal number of children）」で 、「一

的 社会 としての理 子 も数（general ideal number of children）」で る 論文の

本 Population and Development Review に れたが、EURREP 1に ンライ

ン 表４として クセル イルで 国の データが れている 2  
 本 で ている ーロ パ 国について、Sobotka and Beaujouan（2014）の 表４

から 1981 年・1990 年の EVS、2001・2006・2011 年の ーロ ロ ーターの平 理 子

も数と理 子 数が 0 1 人の無子・少子志向者 合の推移を ラ 化したのが図３A
D で る 一定のサンプル数を 保するため、15 49 の女性について集計が行われてい

る  
 図３A の中・ 諸国の理 子 も数を ると、近年 出生意欲 減しているが、平

で 2 人 の している 理 子 も数 0 1 人の 合で 、ポーラン 、 ン

ーで増加してお 、2011 年に 1 を た  
 図３B の 諸国 、時系 でみて出生意欲 下 向に る シ れでも比較

1 2012 17 年の 5 年間に行われた Fertility, reproduction and population change in 21st 
century Europe プロ クトの  
2 所の URL 、http://www.eurrep.org/two-is-best-pdr/ 
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的 い で推移しているが、ス イン 2011 年に 2.07 人で、イタ ア 2011 年に 1.95
人と 2 人を ている 理 子 も数 0 1 人の 合 の国でも増加 向に るが、イタ

アの推移が特 的で、2000 年 で無子 1 子を理 とする女性 10 未 で たに

もかかわら 、2006 年に 18.7 と 10 パーセントポイントも し、2011 年調査で 2
を た  
 

 

 
 図３C の 諸国 、 3 か国が 少子化国、 3 か国が 少子化国と るが、 ース

ト アと イ 地域について 、平 理 子 も数が の年次で 2 人を ている

の地域 出生力が いが、出生意欲も い イ ースト ア イ 地域よ

図３A 平 理 子 も数の推移： 
中・ 諸国 

図３B 理 子 も数 0 1 人の 合： 
中・ 諸国 

  

図３C 平 理 子 も数の推移： 
諸国 

図３D 理 子 も数 0 1 人の 合： 
諸国 
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出生意欲の 、平 で 2 人 を している た 、理 子 も数の推移

について ると、 下 向に 、2000 年 を として小 がら回 向に ると

もい る れと 応するよ に、理 子 も数 0 1 人の女性の 合も、2000 年 で

増していたが、 の後 下している れらの国 で 、出生率の が いている

が、出生意欲の でも回 している 子が られる  
一方、 ランス・ ラン ・イ スについて 、近年に る 平 理 子 も数

減（ ランス・ ラン ） いし い（イ ス）で推移しているが、2011 年時点で

も 2.3 人 の比較的 い を保 ている れらの国 で 、理 子 も数 0 1 人の

女性の 合 もともと で たが、時系 でみると に増加している  
 
図３E 平 理 子 も数の推移： 諸国 

 
 
図３F 理 子 も数 0 1 人の 合： 諸国 

 
 
 図３D の 諸国について 、出生意欲の おお いで、 下 向 られ
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い の ーロ パ諸国と比 ても出生意欲 、2011 年時点でも平 で 2.3 2.5 人

の理 子 も数を している た、理 子 も数 0 1 人の無子 いし少子志向の女性

もおお 5 未 と少 い た 、 ンラン とスウ ーデンで 、理 子 も数 0
1 人の女性 合が、2011 年調査で ンラン 8 、スウ ーデン 6.5 に した  
 
図３G 平 理 子 も数の推移： 諸国 

 
 
図３H 理 子 も数 0 1 人の 合： 諸国 

 
資料：Sobotka and Beaujouan (2014) online Appendix 4. 
 
 ア の出生意欲の動向について 、1972 年から いている General Social Survey3

のデータを用いて 察した の調査 1972 2018 年の期間に行われた 調査回のデータ

を してお 、本 でも GSS ウ サイトから ウンロー した 票データ

イルを用いて集計を行 た  

3 シ 大学の社会調査 関 NORC（National Opinion Research Center）が 1972 年から

実 している社会調査（https://gss.norc.org/）  
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 18 49 の女性の平 理 子 も数と理 子 も数 0 1 人の女性の 合について集計

を行 たのが図４で る 平 理 子 も数の推移を ると、1972 年の 2.86 人から 1970
年代後 に 2.5 人 と 、 の後 し ら の で推移した 1990 年代に再び

下して 2.3 人 で下が たが、 の後 回 して近年 2.6 人 の に る 理

子 も数が 0 1 人の無子・少子志向の女性の 合 一 して 、おお 5 未 の

で推移している  
 ア の出生意欲の推移に関する 近の研究で 、2006 2017 年の National Survey 
of Family Growth のデータを用い、15 44 男女の「 定子 も数」（ 子 も数と

加 定子 も数の合計）のデータを分析した Hartnett and Gemmill（2020）が る の

論文で 、平 定子 も数 2006 10 年の 2.26 人から 2013 2017 年の 2.16 人へわ

かに 下したが、人口のサ ループ別に ると 年 での平 値の 下 無子志向（理

子 も数 0 人）の増加が大 い と、 スパ ク系女性で小 志向が ている

ととい た特 的 動 がみられる とを らかにしている  
 
図４ 平 理 子 も数と理 子 も数 0 1 人の 合の推移：ア  

 
：集計 18 49 の男女および に 定した男女「 しい け（As many as want）」

との回 数値が特定で いため、 とともに 外して 出した  
資料：GGS 票データ  
 
 図５ 国の 女性の理 子 も数データを している 国の 女性の間で

、長ら 2.2 人 の平 理 子 も数が れて たが、2015 年 平 値が 2
人を る 下 向を している 2015 年と 2018 年のデータ 、49 での 女

性を として集計しているが、一 に理 子 も数 年長者の が い 向に るた

め、 の変 し 平 値を し る が、実際の平 値 下した しかも

の 2018 年の調査で 年 で平 が 2 人を てお （ 値が 25 未 で 1.57 人、
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値 45 49 で 1.95 人）、理 子 も数 0 1 人の 合も 23.3 に している（ 国

保健社会研究院 2018、p.161、表 5 40） 理 0 人 2.1 と に少 いが、理 1 人

が 21.2 とか い 国で 社会 での出生意欲が大 下しているとみてよ

で る しかも、20 代を ると理 子 も数 1 人とい 回 が 3 を め、 の

い世代の出生意欲 いとい る  
 
図５ 平 理 子 も数と理 子 も数 0 1 人の 合の推移： 国 

 
：1982 2009 年 15 44 の 女性、2012 年 20 44 の 婚女性、2015・2018

年 15 49 の 女性が集計  
資料： 国保健社会研究院（KIHASA）出生力および の健 と福祉に関する 国調査 2006

18 年報告  
 
 図６ 日本の理 子 も数の推移について ラ 化している 用いたデータ 出生動

向基本調査 のもので 、 の調査で 「夫婦の理 子 も数」としてた た回 を

集しているが、夫婦調査票の回 者 で るため、 女性の意 をよ した

回 で る 日本で 、夫婦の平 理 子 も数 1982 92 年に 2.6 人 、1997 2002
年に 2.5 人 、2005 2010 年に 2.4 人 、 の 2015 年調査で 2.32 人と長期的に ると

減 向に る の 少子化国の出生意欲 に比 れ 比較的 いが、 者の意

で るため、 関係で女性の回 を た 合 も と い とが れる の

調査で 別 者調査を行い、 者に 「 子 も数」をた ている 夫婦の理

子 も数と 問文が異 るため 比較 で いが、2015 年の第 15 回調査で 、

18 34 未 の未婚女性の平 子 も数 2.02 人で た（国立社会保障・人口問題

研究所 2017、p.67）  
日本で 、理 子 も数が 0 1 人の夫婦の 合も、2000 年代に入ると て てお

、近年 7.5 で した お、18 34 の未婚女性の 子 も数で 、0 1 人

と回 した 合 第 15 回調査で 14.7%で た（国立社会保障・人口問題研究所 2017、
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p.68） 夫婦調査よ も未婚女性の無子・少子志向 いが、2000 年代 、12 15%の

で いに推移してお 、と わけ増加する動 が られているわけで い  
 
図６ 平 理 子 も数と理 子 も数 0 1 人の 合の推移：日本 

 
：集計 婚 士の夫婦（ 50 未 ）  

資料：国立社会保障・人口問題研究所（2017） 
 
 出生意欲の動 について、 を概 してみると、 るの 、 少子化国 少

子化国に比 て出生意欲の が いとい と しかし、 れでも と の国で

平 で 2 人 の理 子 も数を している 一方、2018 年から TFR が 1 を下回

けている 国の出生意欲をみると、 2015 年調査で「理 子 も数 0 1 人」の

女性 合が 増し、平 理 子 も数が 2 を る に た 本 で たデータ

女性のもので るため、 関係総数で 察すれ も と い値で る 性も い

の後、出生率も らに 下してい た とを考 ると、意 の で「子 も いら い

か、 ても 1 人でいい」とい 考 方が が た とが、実態の出生行動にも大 影

響を及 しているとみられる  
先進諸国で 、かつてのよ に が し 意図し い が 発する で

い 、人 が 人 らいの子 もを たいと考 ているか 、 る意 の社会の出

生力回 の を しているとい る Sobotka and Beaujouan（2014） 、 ーロ パ

域を ても、2 人 子 的で、10 人中 6 人の女性 理 子 も数を「2 人」と

ている とを らかにしている れ 実際の出生力レベルに関係 られる

で、本 で たア 日本でも、時系 で て 40 60 「理 子 も数 2 人」で

、 大 数を めていた た、 少子化国の中でも、出生意欲に回 向が られる

国 で 出生率が近年 的に していた 人 の子 も数に する意 の変化が
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に無子・少子志向に てい と、実態の出生行動も らに向か てい ため、少子化

の流れを変 るの に し ると考 られる  
 
３ 出生と出生意欲変動の  
 
 2000 年 後に 、出生率の 下に めがかか 、TFR1.5 2.0 の間にと た 少

子化国と、TFR が 1.5 を下回るレベルに で 下した 少子化国に分 れ、 者の差が

に したもの のかを分析する研究が に た（Brewster and Rindfuss 2000; 
McDonald2000; Ahn and Mira 2002; Kohler et al. 2002; Castles 2003; Rindfuss et al. 
2003; Adserá 2004; Kögel 2004; Engelhardt et al. 2004; Billari and Kohler 2004; 山口 
2009： 2011） の時期の研究を概 すると、 ・婚外子が が （ 婚

成の 化）、 政策の けを て夫婦 が に実 で るよ 国 で 出

生率 和・回 する一方、 内外の性 分業が で、 主義が い国 で

と の 立 、 婚の ー ルの から出生率が し けている 向が る

と分析 れていた  
の後、2010 年に向けて 国とも出生率が 基調に たが、2000 年 後 2010 年

代 に世 的 経済の 後 で る「大 （Great Recession）」が 、 れを

として先進諸国の出生率の回 が したので いかとい 論が た

の 後 の時期に た経済構造の変化によ 経済的 実性が増し、 婚

出産が れたとする研究が れている（Sobotka et al. 2011; Goldstein et al. 
2013; Schneider 2015; Seltzer 2019; Matysiak et al. 2021） として、 市 の

実性 者の間でよ とが 、 婚・出生行動に大 マイ スの影響を

ている 一方で、出生意欲に する「大 」の影響について 、 計の経済 の 化

人 の出生意欲 に 影響し いが、 の実 性の 実性が るとい た分析が

れている（Testa & Gietel-Basten 2014）  
れ で、先進諸国の出生力 下について 、「先 転換（postponement transition）」

（Kohler et al. 2002）といわれる晩産化の進行が した大 因で ると れるが、

の として 学歴化、 年 の経済 態の 化、女性の 力率の と ン

ー 命、パート ーシ プの 化、 婚・ 意 の変化が の研究で指

れて た（Balbo et al. 2013; 岩澤 2015; Sobotka 2017a） して比較的出生率の 下が

かで た 、出生率を回 た した国 で 、 政策の 果が出ている と

がわか て てお 、特に保育サービス の増加 、 と の 立 策、

方の 及 用・ 政策分 の 策が出生行動と女性の就業との間の 関を

和し、出生力にポ 影響を る とが 出 れて ている（Thévenon and 
Gauthier 2011; Luci-Greulichand Thévenon 2013 Gauthier 2016）  

た、 国、 、シン ポール の ア ア諸国の一部が 出生率 下と を
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い 出生率に でいる とが世 的に 目を集めているが、 のよ

晩産化 要因が れらの国 でも 用しつつ、 らに「子 もの教育」とい

要因が大 を果たしている とが指 れている 「子 もへの教育 資」への 担

が出生意欲 出生行動を しているとい 問題で る（Tan et al. 2016 山田 2013
 2015 Jones 2019） 的 担 けで 、子 もに い学歴をつけ るため

に、親の「 力」が 大に められ、 の 理的 担も に大 い の「 ート教

育 」とい 要因 ア ア特 の少子化要因として 後 ら る 目を集めるものと考

られる  
出生意欲の動向について 、 の国で 下 向が られるものの、出生力のレベルに

かかわら 平 で理 子 も数が２人 を している ースが い 、 ラス

ク 変動 られてい い の「２人」とい ラインが れる理 について 、「男

女 と つ欲しい」とい 子 もの性別に するミ クス 、一人 子 か

れて育つ、 中 的に る よ いとい 値 、第１子に いを たい

とい 考 、 一子 もが亡 ても、も と るよ ２人 保したいとい 戦

、社会 への 応 が ると れる（Sobotka and Beaujouan 2014） しかし、本

で た 国で 、生 年 に る 女性の理 子 も数が平 で 2 人を 、

子 も 1 人で いとする意 が 女性の２ を める（ い世代で ３ を

める） 、 れ で の国でも られ か た「出生意欲の下 値を み た 下」

とも る 態が出 している た、1960 年代 生 れの人 の間で無子が が て

いる と すでに らかに てお （Miettinen et al. 2015; Sobotka 2017b; 守泉 2019）、
の大 が未婚化 晩産化に 「意図し い無子」で るが、「子 も いら

い」と考 る人 も少し つ増加している  
れ で る い出生意欲が れ、「理 子 も数 2 人」の下 ラインも

に たが、 実の出生力が 換 を下回る少子化 態と て数 年が経 し、 い世

代 無子の人 子 も数が 1 人の プルもめ らし い中で育 て ている れ

に加 、長時間 性の い 、 の い 用の拡大 用

の 化、 い ン ー平 、 統的 性 分業を基 とした 婚 の 、子

育ての い経済的・ 理的 担 の要因が ると、出生意欲も２人のラインを み

て 下する スクが ると る  
 
４ とめ 

1960 年代からの先進主要諸国の出生率の推移を ると、2000 年 でに TFR1.5 を 回

る出生率で下 た 少子化国と、1.5 を下回 て行 た 少子化国に 分 れていた

が、 の後、2000 年代に入ると の国で出生率が した しかし、 少子化国で 、

トレン が いた国も少数 がら られるものの、2010 年代に再び 2000 年 のレ

ベル で るか、 も も 2000 年代から一 して出生率が 下し けた国も 、動向が
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分かれている  
少子化国で 、2010 年 後の TFR を ークに近年 み出生率を 下 ていた

れでも 1.6 1.7 を しているが、1.5 のラインも下回る出生率と た国も

出 している 先進諸国で 換 を下回る出生率と た 因 晩産化で 、 の晩

産化 学歴化、 年 の経済 態の 化、女性 力率の と ン ー 命、パー

ト ーシ プ 婚・ 意 の 化がもたらしたが、 政策で れらの出生

力への の影響を成 に 和しても、TFR 1.6 1.7 を するのが の

かもしれ い とすれ 、ポスト出生力転換社会の行 先 際 い人口減少

社会で る  
先進諸国で 方法が 及し、 意図し い か の 率で と

がで る ると、人 らが する出生数を として出生行動をコントロー

ルする とに る れ で、 と の国で 少 とも子 も 2 人 欲しいと考

る人 が 大 数を めていたが、近年 に無子 少子（子 も数１人）が理 で

る人 の 合が増 、 らに理 子 も数が 2 を下回る国も出 し めている 出生意

欲 実際の出生行動に い影響を るため、 後、先進諸国の出生意欲 が のよ

に動 か 、ポスト出生力転換社会の未来を す でも 用 資料と る  
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